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地上無線回線の降雨減衰推定法 

～我が国における推定法高精度化への歩みと現行推定法の詳細～ 

唐沢好男 

 

地上無線通信回線の降雨減衰推定法は、2011 年、総務省により三十数年ぶりに改正が行

われ、これが現行の電波法関係審査基準に基づく計算手法となっている[1]。我が国におけ

る降雨減衰推定法構築は、電電公社時代の森田・樋口の研究[2]を嚆矢とし、1970～1980 年

代、多くの研究・開発が進められた。2000 年代に入り、KDDI の小野らのグループは総務

省受託研究の一環として、降雨減衰推定法の高精度化に取り組み、新たな推定法の構築を行

った[3]。この手法は、森田・樋口の基本思想を踏襲し、かつ、新たな機能や独自の高精度化

を取り入れたものであり、総務省の改正ではこの手法が採用された。この意味で、この推定

法はオールジャパンの集大成と言えるであろう。 

降雨による電波の減衰は、10GHz 以上の周波数で問題となる。第５世代移動通信がミリ

波に至る高周波数利用を指向し、降雨減衰問題の重要性が再認識されつつある。本レポート

では、我が国における降雨減衰推定法高精度化の歩みや推定法の基本的考え方を述べると

共に、新しい推定法での具体的な計算法を完備な形で示す。（なお、論文[3]及びその根拠と

なる一連の同一著者論文の詳細は、小野の学位論文[4]にまとめられている。） 
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１．我が国における降雨減衰推定法開発の経緯 

１時間に 50mm 降る雨といえば、１年間の最悪１時間に相当するような大雨である。こ

の強さの雨が空間的に一様に降るとき、周波数 30GHz の電波は 1km 当たり凡そ 10dB の

減衰を受ける。降雨強度・周波数・送受信間距離のそれぞれが大きくなるほど、減衰量も大

きくなる。このため、10GHz 以上の高い周波数を用いる無線通信では、その回線設計に際

して高精度な降雨減衰推定法が必要になる。 

降雨減衰は、発生原因が体感的に理解できるので、雨滴に対する吸収量が電磁界解析問題

として求められていれば、一見取り組みやすいように見える。しかし、降雨現象は雨の強さ

の統計的な性質においても、空間的な広がり方においても、地域や季節依存性が強く、年ご

との変動も大きいので、信頼度の高い回線設計を可能とする推定法（モデル）を構築するの

は、思うほど簡単ではない。 

降雨減衰は、無線回線の設計において世界共通の伝搬問題ではあるが、降雨特性に地域性

が強いため、それぞれの国や地域で独自の推定法が作り上げられてきた経緯がある（注１）。

我が国においては、1960 年代後半より、電電公社（現 NTT）において研究が始まっている。

森田・樋口は、全国の気象台での自記記録紙に記録された降雨データを読み取ってその統計

的性質を調べ、地上回線用無線システムに対する降雨減衰確率の推定法（の考え方）をまと

めている[2]。この流れを汲み、1970～1980 年代において、いくつかの修正が加えられつつ

高精度化が図られてきた[5]-[7]。 

 降雨減衰量を精度よく推定するためには、当該エリアでの降雨強度特性の把握が重要に

なる。降雨減衰推定で用いられる降雨強度特性は積分時間 1 分間での降雨強度（1 分間降雨

強度）である。このような短い積分時間の降雨強度データ取得は、気象庁の観測所でも行わ

れていなかったため、電波伝搬研究者が伝送実験とあわせて独自に 1 分間降雨強度データ

収得に努めてきた。一方、気象庁では、1974 年より、日本全国約 1300 箇所に順次自動気象

観測装置を置き、地域気象観測システム（AMeDAS）として運用を開始している（正式運用

は 1979 年 11 月）。ここでは、降水量として、１時間降水量や 10 分間降水量が取得されてい

て、データの一般利用も可能になった。そこで、細矢は、AMeDAS データの降雨減衰推定

利用を目的として、積分時間の長い降水量を 1分間降雨強度に変換する手法を提案した[8]。

その解析の過程において、これまで、降雨強度分布が、ガンマ分布や対数正規分布で近似さ

れていたのに対して[2],[6]、M 分布を提案し、広い確率範囲で良好な近似ができることを示

した。また、伊藤・細矢は M 分布が、降雨強度ばかりではなく、降雨減衰の確率分布の近

似にも適していることを示した[9]。 

 さらに、筆者等は、降雨強度の年ごとのばらつきが大きいことに着目して、これまでの推

定法が平年値の特性を推定するものであったのに対して、平均 N 年間は連続してその特性

が維持されるための安全係数の概念を提唱した[10], [11]（注２） 
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 このように、降雨減衰推定法について、折々に高精度化が図られていたにもかかわらず、

総務省における固定局関係審査基準における降雨減衰確率計算法は、1970 年代の森田・樋

口法をベースとしたものから長らく改定が行われることは無かった。 

 1990 年代に入り、地上回線としての無線の利用もマイクロ波中継から都市内での準ミリ

波利用無線アクセス網への変化が顕著になってきた。折りしも、地球温暖化問題や都市部で

のヒートアイランド現象など気温の長期的増加傾向が指摘され、降雨に対してもその影響

があるのではという問題意識が生まれてきた。そのような折、2001 年、総務省が発出した

委託研究「FWA による準ミリ波・ミリ波帯の効率的利用のための回線設計技術の調査検討」

を KDDI が受託し、小野らのグループがこれを担当した。都内 11 箇所における１年半の測

定実験で得られた降雨強度データや降雨減衰データから、降雨の空間相関特性や降雨減衰

の確率分布を詳細に解析し、降雨減衰の確率分布を M 分布とする新たなモデルを構築した

[3]。また、AMeDAS では、1996 年より 1 分間降水量データも取得されているが、転倒枡

形の雨量計であることによって、そのまま減衰推定に用いる降雨強度とするには問題点が

あったが、独自の変換手法（乱数補正秒単位均し分配処理法）により、その有効活用を可能

とした[12]。この手法により日本全国の降雨強度特性を明らかにし、推定法に用いるデータ

として完備なデータベースを構築することができた[13], [3]。この改良された推定法と降雨

強度のデータベースにより、日本全国における地上回線の降雨減衰確率を高精度に推定す

ることが可能になった。 

 

【注１】降雨減衰推定法では、衛星・地上回線や地域に共通な降雨減衰係数の理論研究を除いて、各国独

自の計算法が用いられてきた（特に初期の頃）。しかし、衛星回線では、複数国を結ぶ国際通信が主なサー

ビス対象であったため、世界共通の推定法が必要になり、CCIR/ITU-R において、標準推定法の構築が進

められてきた。一方、本レポートが対象とする地上系の無線回線については、その地域に適用できる高精

度な推定法があればそれで十分と言う意識があって、国際衛星通信回線のような標準化ニーズが低かった。

ただし、近年は、ITU-R の中では、降雨減衰推定に関して、衛星回線・地上回線の共通モデル化が志向さ

れている。 

 

【注２】安全係数の概念は筆者の思いつきである。なぜそれが生まれたかをメモとして残したい。筆者の

KDD 研究所時代に、ある企業から衛星回線の降雨減衰を計算してまとめる委託研究を受けた。内容は降雨

減衰量の平年値の推定であったが、もし、報告書を提出したその年が偶然大雨の年になったとしたら、不

稼働時間が予想以上に多くなって、委託元のお客さんからお叱りを受ける不安を感じた。そこで、安全係

数の概念を導入することによって、そういうことにならないためにはこうしなさい、と言う逃げが用意で

きると思い、その報告書にこの苦肉の策を盛り込んだ。アイデアは困ったときに生まれるの例である。 
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２．降雨減衰推定法に関する基本事項 

２．１ 降雨減衰係数 

 降雨が一定強度で空間に均一に分布するとき、1km 当たりの減衰量を降雨減衰係数

（specific rain attenuation、単位：dB/km）と呼ぶ。降雨減衰係数は雨滴の粒径分布や降雨終

端速度、周波数や偏波などに依存する。図１は降雨減衰係数の周波数特性の理論計算値であ

る（雨滴の粒径分布は Laws-Parsons のモデルを仮定）。図より、周波数 10GHz 以上で無視で

きない大きさになり、100GHz 付近までは周波数と共に増加してゆくことが分かる。また、

100GHz 以上では、光波帯の漸近値に向け変化が少なくなる。降雨減衰係数Rは以下の式で

表すことができる。 

n

R kR =  [dB/km]   (1) 

ここで、R は降雨強度[mm/h]、パラメータ k, n は、ITU-R 勧告 P.838-3[14]において、次式で

与えられている。 

2
4

10

10 10

1

log
log exp log

kj

kj k k

j kj

f b
k a M f C

c=

   −
  = − + +       

   (2) 

2
5

10

10

1

log
exp log

nj

nj n n

j nj

f b
n a M f C

c=

   −
  = − + +       

    (3) 

   f : 周波数 [GHz]  （適用周波数： 1GHz～1,000GHz） 

      k : kH or kV (H:水平偏波、V:垂直偏波) 

      n : nH or nV 

パラメータ k, n を構成する係数はそれぞれ表１、表２で与えられる。また、計算値の一例

を表３に示す（1GHz 刻みの計算値は[14]に）。 

円偏波の場合の k, n は次式で求められる。 

( ) / 2H Vk k k= +    (4) 

( ) / 2H H V Vn k n k n k= +    (5) 

任意偏波の場合、あるいは、衛星通信のように、伝搬路に仰角が有るような場合（斜め伝

搬路）の計算式は、[14]を見てほしい。 
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図１ 降雨強度に対する減衰係数の周波数特性 

 

表１ 降雨減衰係数のパラメータ k の係数値 
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表２ 降雨減衰係数のパラメータ n の係数値 

  

 

表３ 降雨減衰係数パラメータ k, n の周波数に対する値 
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２．２ 確率分布 

 降雨強度や降雨減衰量を近似する確率分布には、森田・樋口により、ガンマ分布や対数正

規分布が用いられてきた[2], [5], [6]。その後、細矢により M 分布が提案され[8]、４章で説明

する現行推定法でも M 分布が採用されている。ここでは、この三つの分布を紹介するが、

M 分布の記述に重点を置く。 

 

対数正規分布 

対数値が正規分布する確率変数の確率密度関数 f と累積分布関数 F（F(0)=1 とし、変数の

値が大きくなるほど 0 に近づく）は次式で与えられる。 

2

2

1 (ln )
( ) exp

22

x m
f x

x 

 −
= − 

 
    (6a) 

1 ln
( ) ( ) 1 1 erf

2 2x

x m
F x f x dx



  − 
= = − + −  

  
    (6b) 

ここで、erf は誤差関数、m,  は分布のパラメータで、ln x の平均値および標準偏差である

（x そのものの平均値や標準偏差ではないことに注意を）。 

降雨強度や降雨減衰の確率分布を対数正規分布近似する場合、(6)式で与えられる対数正

規分布とともに、降雨の無い全体の 90%を除いた 10%の期間を 100%とする条件付対数正規

分布も用いられる。 

対数正規分布の特性（平均値や分散等）や物理的意味については、[15],[16]を見てほしい。 

 

ガンマ分布 

ガンマ分布の確率密度関数と累積分布関数は次式で与えられる。 

( )
( )

( )11
expf x x x

Γ

  


−= −      (7a) 

( ) ( , ) / ( )F x B x Γ  =       (7b) 

1( , ) t

x
B x t e dt


− −    （第２種不完全ガンマ関数） 

ここで、 はガンマ関数、Bは第二種不完全ガンマ関数である。また、,  は分布のパラ

メータで、 は形状パラメータ、1/ はスケールパラメータと呼ばれる。 

平均値は/、分散は/ 2、標準偏差は  / 、rms 値は  /)1( + となる。パラメータの

値が同じ二つのガンマ分布：変数 x1(1)と変数 x2(2)には、和 x1+ x2 の分布も1+ 2, のガン

マ分布になる再生性があり、この性質がモデル化に利用されている。 
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（細矢の）M 分布 

 細矢は日本各地の地域気象観測システム：AMeDAS の 1 時間降水量と 10 分間降水量デー

タを解析し、降雨強度の確率分布が、累積確率の広い範囲に亘って次式の分布で近似できる

ことを示した[8]。  

( ) ( )
1

exp
p

f x u ux
x x

 
= + − 

 
   (8a) 

( ) ( ) * *( ) exp ( ; ( ) 1)
x

p
F x f x dx ux x x F x

x



= = −    =   (8b) 

ここで、p および u は分布のパラメータ、x*は F(x*) =1 を与える変数の下限値である。 

 Moupfouma は、世界の降雨強度分布特性を精度よく近似する分布として、３パラメータ

による分布（Moupfouma 分布）を提案している[17]。細矢は、日本の降雨特性を調べた結果、

Moupfouma 分布の一つのパラメータ値は定数で与えても十分な精度が得られることを見出

し、二つのパラメータで表される式(8)を提案し、M 分布と呼んだ[8]。本レポートでもこの

分布を M 分布と呼ぶが、類似の名前で m 分布（仲上 m 分布）があり、混乱を避けるために

も、式(8)の分布は、「細矢の M 分布」（あるいは、「（細矢の）M 分布」と呼ばれて定着する

ことが望ましいと筆者は思っている。M 分布は、４章で述べる現行推定法の基本構造を与

えるものになるので、その性質について詳しく示しておく。 

 x*は分布がとり得る下限値で F(x*)=1 より求めるが、閉形式で表せないため、[9]の付録に

以下の近似式が与えられている（[8]でも(7)式として与えられているが、以下の式のほうが

高精度（近似誤差：±5×10-7 以内）のようである）。 

8
*

0

1
( )i

xi

i

x P t t up
u =

     (9) 

ここで、係数 Pxi は表４である。 

平均値 m と標準偏差 は、パラメータ p, u を用いて以下のように表される。 

* *exp( ) ( )Im p ux E ux = − +     (10a) 

* * 22
exp( )p x ux m

u


 
= + − − 

 
   (10b) 

ここで、EI は積分指数関数で次式の近似式で表される（注３）。 

( )2 3( ) 0.5772 ln / 4 /18IE r r r r r − + − + −    (10c) 
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逆に、平均値 m と標準偏差 が与えられているとき、パラメータ u, p は次式で表される。 

*

2 2 *2

2x
u

m x
=

+ −
   (11a) 

* *exp( )p x ux=    (11b) 

実測データから平均値 m と標準偏差 を求めて、そこからパラメータ値 u, p を求めてゆ

く方法は、分布の裾の部分が重要になる本解析のような場合、その部分での誤差が大きくな

りやすい。そこで、着目する累積分布範囲の近似精度が高くなるよう、その範囲の累積分布

の２点（累積確率 p1で x1, p2 で x2）を用い、次式によりパラメータ u, p を定めるのが実際的

である。 

1 1

2 1 2 2

1
ln

p x
u

x x p x
=

−
   (12a) 

1 1 1exp( )p p x ux=    (12b) 

 

表４ 下限値 x*の計算式(9)の係数値 Pxi 

 

 

【注３】積分指数関数の近似式は Dover Publications, Inc., New York の「Handbook of Mathematical 

Functions」の P.229 に以下で与えられている。 

𝐸1(𝑧) ≈ −γ − ln 𝑧 − ∑
(−1)𝑛𝑧𝑛

𝑛 𝑛!

∞

𝑛=1

 

式中の はオイラー定数で =0.5772156649…。式(10c)では、本目的の計算範囲から、展開項を３次で止

めている。なお、文献[4]の当該式（(A10-1-8)式）表示では … +r 3/18 となっているが、ミスプリント。 
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それぞれの分布の特徴 

 上述の三つの分布は、どれも２パラメータで規定される分布であるため、累積確率分布上

での２点が与えられれば一意に決定する。計算してみると分かるように、対数正規分布では、

累積確率が小さい部分（例えば 0.001%以下）の値が累積確率と共に急激に大きくなってゆ

く。また、ガンマ分布では、その部分が累積確率の対数値に対して直線的に変化する。一方、

累積確率が比較的大きい部分（例えば 0.1%以上）で、0 への漸近が急である。M 分布では、

累積確率が小さい部分でガンマ分布の、累積確率が比較的大きい部分で対数正規分布の傾

向を示し、この特性が降雨強度や降雨減衰値の実測データに良く合う。すなわち、対数正規

分布では累積確率の小さい部分（すなわち x の値が大きい部分）で、また、ガンマ分布では

累積確率が比較的大きい部分（すなわち x の値が比較的小さい部分）で、実測データとの乖

離が大きくなっているが、M 分布は累積確率の広い範囲でよい近似を与える分布である。 

 

２．３ 降雨強度 

 一定の時間間隔で雨量を測ると、その時間での積分値になる。雪やみぞれ等雨以外の現象

も含めて降水と呼ばれるが、気象庁では、日本各地（約 1300 箇所）の１日、１時間、10 分

間、さらに最近は 1 分間毎の降水量データを取得し、公開している[18]。減衰が問題になる

のは、降水のうちでも降雨にほぼ限られる。降雨量を１時間あたりに換算し、単位 mm/h で

表したものを降雨強度と呼ぶ。1 分間降雨強度は 1 分間雨量を 60 倍したものになる。降雨

減衰推定法には、この 1 分間降雨強度の統計値が用いられる。 

 降雨減衰問題が研究されていた当時（1990 年以前）、気象庁では 1 分間雨量が測定されて

いなかったため、電波伝搬研究者自らが伝送実験と並行して降雨強度測定を行い、モデル化

のための基礎データとしていた。また、気象データとして入手可能な１時間雨量や 10 分間

雨量から、1 分間降雨強度特性を推定する方法、すなわち異積分時間降雨データの変換手法

の研究も行われてきた[6], [8], [13], [19]-[21]。 

 雨量の測定には、大別して二つのタイプの雨量計が用いられている。転倒枡形雨量計と雨

滴計数型雨量計である。転倒枡形雨量計は、一定容量の枡が雨でいっぱいになると転倒し、

そのタイミングからもう一つの枡が受け皿に変わる。これをシーソーのように繰り返し、転

倒するたびにパルスが出る仕組みである。枡が満タンになる雨量は 0.5mm に設定されてい

るため、分解能もこの値になる。雨滴計数型雨量計は油中を落下する雨滴を数えるタイプで、

分解能 0.0083mm のものが使われる。転倒枡形雨量計は構成が簡易で無人の運用に適してお

り、気象庁の観測（AMeDAS の観測所等）に使われている。欠点は、弱い雨に対して、0.5mm

に達するまで反応しないことによる時間遅れが有ることと分解能の低さである。雨滴計数

型雨量計は、頻繁な手入れや精密な校正が必要になるが、高分解能であるため、伝搬測定で

よく利用される。滝のように降る雨に対して雨滴がつながってしまい計測ができなくなる

稀な事態も起こり得るが、一分間降雨強度特性の測定目的には適している。 
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 1996 年より、気象庁も 1 分間降水量データを提供する時代になったが、その測定器が転

倒枡形雨量計であるため、1 分間降雨量を単に単位変換しただけでは、精度のよい降雨強度

特性にはならない。そのため、小野らは、転倒枡形降雨形データを本来求めたい 1 分間降雨

強度データに変換する均し分配という手法（乱数補正秒単位均し分配処理法）を考案して、

気象庁データの伝搬推定法利用への道を開いた[12]。この手法を AMeDAS データに適用す

ることにより、推定法の計算に利用可能な日本全国の 1 分間降雨強度統計値のデータベー

スが構築された[13], [3]。 

  

２．４ 空間相関 

 ２．１節で、1km 当たりの降雨減衰量（降雨減衰係数）について述べた。では、通信距

離が 5km であった場合、減衰量は 5 倍になるかというとそうはならない。雨域には有限の

広さや空間的な不均一性が有るためである。 

我が国では、森田らの研究によって、降雨の空間相関特性は ( ) exp( )d d = − （d:空間距

離）が用いられ、 =0.25～0.3 とされている[2], [5], [7]。一方、ヨーロッパにおいては

( ) exp( )d d = − が用いられ、 は 0.4 前後が適当とされている[22]。小野らは、東京都内

での伝搬実験を通じて、2～3km を境に、以遠では ( ) exp( )d d = − の、近距離では

( ) exp( )d d = − の性質があることを見出している[23]。４章で述べる現行推定法の中にも、

この空間相関特性が組み入れられている。 

 

２．５ 降雨減衰モデルの基本構造 

 送受信間距離 D の無線回線の降雨減衰量 Z [dB]は、伝搬路の各点 r の瞬時降雨強度 R を

用いて次式で表される。 

0
( )

D
nZ k R r dr=     (13) 

 減衰量 Z の確率分布を求めたい場合には、降雨強度 R の確率分布、さらには減衰係数に

比例する Rn の確率分布とその空間相関特性の情報が必要になる。いずれにしてもこれを厳

密にモデル化することは困難であり、近似的考えが導入される。そのモデル化には、大別し

て二つの考え方がある。 

 一つは主に衛星回線での降雨減衰のモデル化で培われた等価通路長の概念に基づくもの

である。着目する累積確率（時間率）p に対して、その減衰量 Zp を次式で与える。 

( ),

n

p p e p p pZ L kR = =    (14) 

ここで、pは時間率 p に対する降雨強度 Rpでの降雨減衰係数、Le,p は実効的な雨域内伝搬通

路長（等価通路長: Le）の時間率 p での値である。時間率 0.01%に対する等価通路長に対し



地上回線降雨減衰推定法 Technical Report YK-022 

March 29, 2019 

Y. Karasawa 

 

12 

 

ては、Yamada らによる衛星回線での世界の降雨減衰データの分析から、次式が提案されて

いる[24]（ITU-R P.530 [25]）（注４）。 

 ,0.01% 0.01%

0.01%

( 100[mm/h])
1 / 35exp( 0.015 )

e

D
L R

D R
= 

+ −
   (15) 

R0.01% > 100mm/h では、R0.01%の代わりに 100 [mm/h]を用いることが勧められている[25]。

また、我が国のような中緯度地域（北緯 30°以北）においては、時間率 1%～0.001%の範囲

で、条件付対数正規分布を仮定した次式が与えられている。 

0.546 0.043log

0.01%0.12 ( (%) : 0.001 ~ 1)p

pZ p Z p− −=    (16) 

概略値を電卓等で簡易に求めたい場合には、役立つ式である。 

モデル化のもう一つのアプローチは、森田・樋口の方法をベースとした降雨減衰量（kRn

の区間積分値）の確率分布とそのパラメータ値を定める方法である。降雨減衰推定法の確率

分布を実測にあうガンマ分布、あるいは M 分布を想定し、その分布を規定する二つのパラ

メータの値を統計的に定める方法である。そのためには、減衰係数の主要部分である Rn に

ついて、その空間相関特性をパラメータの中に組み入れることがモデル化の核となる。我が

国の無線回線設計には、この方法（二つの方法のうち後者の方法）に基づいた推定法が使わ

れてきた。４章で説明する現行推定法も、このアプローチを採っている。 

 

 

【注４】1980 年代後半、CCIR（現 ITU-R）では、衛星回線の降雨減衰推定法の国際標準化に向け、当時提

案されていた十種に近い衛星回線降雨減衰推定法を共通のデータベースを用いて評価検証作業を行った。

その結果、Yamada 等の方法[24]が、最も簡易でかつ精度が良いものとして勧告手法に採用された（Rec. ITU-

R P.618）。その後、ITU-R では、降雨減衰推定の基本モデルを衛星回線・地上回線で共通にしようと言う動

きになり、(15)式は、その地上回線計算用の式である（Rec. ITU-R P.530）。なお、現行の ITU-R 勧告手法は、

衛星回線・地上回線とも、熱帯地域の降雨減衰特性を含めてやや複雑な計算式に変わっている。(15)式は、

日本のような中緯度地域に限定して大凡の値を知りたい場合に適している。 
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２．６ 安全係数の概念 

 降雨減衰推定法は平年の統計値を推定するものである。時間率 0.01%の減衰値は年間の最

悪の 53 分の値に相当する。目的の稼働率を 99.99%に設定した場合、この減衰値がしきい値

になる。しかしこれは、あくまで平年値を対象とした場合である。実際の降雨強度特性は年

毎にかなりのばらつきがある。 

目的の稼働率を得るために回線設計のしきい値にこの値を採用すれば、確率的に２年に

一回は、その稼働率を下回ることになる。そこで、安全を見て、目的稼働率を下回る年を N+1

年に一回にしたいと言う場合もありえる。この場合、N は連続して目的稼働率が満たされる

平均年数と考えることができる。信頼性の評価尺度に、誤りが発生する平均時間間隔 MTBF 

(Mean Time Between Failure)がある。この時間（time）を年（year）と読み替えることにより、

推定法にも MTBF の概念を導入することができる。この概念は筆者等の論文[10], [11]で議

論している。 

時間率 p%の降雨強度 Rpは N =1 に相当する平年値である。観測によって得られる平年値

（平均値）を<Rp>, 標準偏差をRp とすると、MTBF =N に対する降雨強度 Rp,N は、[3]での詳

細な検討によって、次式が導かれている。 

( ) 2,

, 1, 101 log
p pR C

p N p p

p

R C N R
R

 
= + 

  

   (17) 

日本全国に対する<Rp>, Rp, C1,p, C2,pの値が、p =0.0001%と 0.01%について求められており

[1], [4]、本レポートの付録にも、東京都・神奈川県の例を載せている。 

 

３．AMeDAS データを用いた日本全国の降雨強度特性 

気象庁の AMeDAS 降水量データを、[12]で述べられた乱数補正秒単位均し分配処理法で

変換する（＝作り直す）ことによって、推定法に適用する日本全国 1,150 箇所の降雨強度特

性データベースが構築されている[1], [4]。（本付録参照） 

AMeDAS は 1974 年に運用が開始され（本格運用は 1979 年 11 月から）、現在は、日本全

国約 1300 箇所で１時間、10 分間、1 分間降水量データが得られている。ただし、それぞれ

降水量観測の開始年度は、地点によって異なっている。1 分間降水量データの取得開始は

1996 年からであり、地点も 135 箇所とまだ限られている。 

日本全国の 1 分間降雨強度特性データベース作成においては、最長 27 年間分の 1 分間降

雨強度の累積分布には、より短い積分時間の降水量データから得られるものを優先的に用

いている。すなわち、1 分間降水量データが利用できる箇所ではそのデータから、また、こ

れが利用できない箇所では 10 分間降水量データを、それも利用できない場合には１時間降

水量データから変換によって求めている。次章で述べる降雨減衰推定法では、時間率 p 

=0.0001%と 0.01%の降雨強度を用いるので、データベースにはその値がまとめられている。 
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４．現行の降雨減衰推定法 

地上無線通信回線の降雨減衰推定法は、2011 年 6 月、総務省により、三十数年ぶりに改

正が行われた[1]。この新しい推定法（といっても十年近く時がたっているが）の基本機能と

特徴、及び、具体的な計算手順をまとめる。 

 

４．１ 基本機能・特徴・モデリング思想 

基本機能 

１）降雨減衰量の累積分布（減衰量と時間率の関係）が求められる 

２）日本の全域に対する推定ができる（計算に必要な日本全国 1150 箇所の降雨データが準

備されている） 

３）年変化に伴う安全係数の概念を組み入れている 

４）適用周波数範囲が広い（具体的に上限を定めていないが、周波数特性を有する降雨減衰

係数は 1000GHz まで適用でき、他に、大きな周波数依存要因が無いため、推定法とし

ても、少なくとも 100GHz までは、十分適用できる） 

 

特徴 

１）降雨減衰量の確率分布として、累積確率の広い範囲で実測データの特性に合う（細矢の）

M 分布を採用している 

２）東京都内において、空間距離 1km～7km にある 11 の地点での降雨強度測定に基づく降

雨の空間相関特性を把握し、その結果をモデル化して、降雨減衰推定法に組み入れてい

る 

３）日本全国の降雨強度特性把握には、AMeDAS の 1 分間、10 分間、1 時間降水量データ

を利用し、減衰量推定に必要な 1 分間降雨強度特性に、独自に考案した乱数補正秒単位

均し分配処理法を適用し、精度の高い統計値を得ている。 

 

モデリング思想 

１）降雨強度 R の分布を（細矢の）M 分布とし、分布のパラメータを降雨強度の累積分布

の２点（時間率 0.0％と 0.0001%）から定める 

２）減衰係数比例量 Rnの分布も M 分布とし、パラメータ値 uR,n, pR,nを定める 

３）空間相関を考慮した区間積分降雨減衰比例量 
0

L
nR dr も M 分布とし、パラメータ値

uR,n,L, pR,n,L を定める 

このように、M 分布のパラメータ値を順次変換してゆく手順をとる。厳密なことを言え

ば、上記１）～３）のどれか一つを M 分布とすれば、それから非線形に変換された他の量
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は M 分布とは異なる分布になるが、近似の意味で、M 分布からの大きなずれは無いこと

が確認されている。 

 

４．２ 計算手順 

計算フローチャート 

 計算ステップを図２に示す。Step 9 が最終目的の量になる。降雨減衰量 Z を与えて、累積

確率 p を求める場合が Step 9-1、累積確率 p を与えて、降雨減衰量 Zp を求める場合が Step 

9-2 である。（回線設計では、後者での算定が求められる） 

計算の途中で求めるパラメータには以下のものがある。 

・降雨減衰係数パラメータ： n, k  (Step 3, 8) 

・地点 n 乗 1 分間降雨強度 Rnの確率分布（M 分布）のパラメータ： uR,n, pR,n （Step 4） 

・地点 n 乗 1 分間降雨強度 Rnの平均値と標準偏差：mR,n, R,n （Step 5） 

・区間積分 n 乗 1 分間降雨強度
0

L
nR dr の平均値と標準偏差：mR,n,L, R,n,L（Step 6） 

・区間積分 n 乗 1 分間降雨強度
0

L
nR dr の確率分布（M 分布）のパラメータ：uR,n,L, pR,n,L   

（Step 7） 
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図２ 降雨減衰量計算のフローチャート 
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具体的な計算手順 

  

Step 1 : 付録の図表（付録は例のみ；日本全国版は[1]（または[4]））から当該地点における

以下の 1 分間降雨強度の特性値を読み取る 

1 分間降雨強度の 0.01%値の平均値 ：<R0.01%> 

1 分間降雨強度の 0.0001%値の平均値 ：<R0.0001%> 

1 分間降雨強度の 0.01%値の標準偏差 ：R0.01% 

1 分間降雨強度の 0.0001%値の標準偏差 ：R0.0001% 

1 分間降雨強度の 0.01%値の安全係数の近似式の係数 ：C1,0.01% 

1 分間降雨強度の 0.0001%値の安全係数の近似式の係数 ：C1,0.0001% 

1 分間降雨強度の 0.01%値の安全係数の近似式の係数 ：C2,0.01% 

1 分間降雨強度の 0.0001%値の安全係数の近似式の係数 ：C2,0.0001% 

上記以外に計算のために、 

周波数 : f [GHz] 

偏波 : 水平(H)または垂直(V) 

伝搬距離 : L [km] 

安全係数を定める MTBF 値（この計算が必要な場合） : N [年] 

 目的地点のデータが無い場合には、周辺複数個所の平均値とするか、距離による重み付け

平均値とすることでよい。また、当該地点の値が、周囲とかけ離れた値になっている場合に

は、データの問題もあるかも知れず、周囲を含めた平均値を採用したほうが良い場合も有ろ

う。 

 

Step 2 : 安全係数を考慮した降雨強度値の計算 

（このステップは、2.6 節で述べた MTBF 値 N で規定する安全係数の概念を導入したい場

合に行うもので、平年値の特性（N =1）を求めたい場合にはスキップする） 

 当該地点における MTBF が N [年]の 1 分間降雨強度の 0.01%値: R0.01%,N [mm/h]、および

0.0001%値: R0.0001%,N [mm/h]を(17)式に従って、以下で求める。 

( ) 2,0.01%0.01%

0.01%, 1,0.01% 10 0.01%

0.01

1 log
CR

NR C N R
R

 
= +  

 
   (18a) 

( ) 2,0.0001%0.0001%

0.0001%, 1,0.0001% 10 0.0001%

0.0001

1 log
CR

NR C N R
R

 
= +  

 
   (18b) 

 以後の式では、N =1 の場合も含めて、 0.01%, 0.01%NR R→ 、 0.0001%, 0.0001%NR R→ と表記する。 
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Step 3 : 降雨減衰係数パラメータ n の計算 

 周波数 f [GHz]と偏波（H, V）を与えて、式(3)により、降雨減衰係数パラメータ n（nH ま

たは nV）を求める。 

 

Step 4 : 地点 n 乗 1 分間降雨強度 Rn の確率分布（M 分布）のパラメータ uR,n, pR,n を求める

（式(12)で、x1, x2→R0.01%, R0.0001%; p1, p2 → 0.0001, 0.000001 より）。 

0.01%
,

0.0001% 0.01% 0.0001%

1 100
lnR n n n n

R
u

R R R
=

− 　

   (19a) 

, 0.01% , 0.01%0.0001 exp( )n n

R n R np R u R=    (19b) 

Step 5 :地点 n 乗 1 分間降雨強度 Rnの平均値 mR,n, 標準偏差R,nを求める（式(10a, b)で、p, u. 

x* → pR,n, uR,n, R
n*）。 

* *

, , , ,exp( ) ( )n n

R n R n R n I R nm p u R E u R = − +     (20a) 

* * 2

, , , ,

,

2
exp( )n n

R n R n R n R n

R n

p R u R m
u


 

= + − − 
 

   (20b) 

ここで、積分指数関数 EI(x)の近似式は式(10c)で与えている。また、Rn の下限値 Rn*は式(9)

及び表４より次式で求められる。 

8
*

, ,

0.

1
( )n i

xi R n R n

iR n

R P p u
u =

     (21) 

Step 6 : 区間長 L [km]を与え、区間積分 n 乗 1 分間降雨強度
0

L
nR dr の平均値 mR,n,L および

標準偏差R,n,Lを求める。 

, , ,R n L R nm m L=    (22a) 

, , 1 2R n L V V = +    (22b) 

( ) ( )0

0

2

,

1 0

1 12
L

LR n
L e

V L e






 

−

−
 − −

= + 
  

   (22c) 



地上回線降雨減衰推定法 Technical Report YK-022 

March 29, 2019 

Y. Karasawa 

 

19 

 

( )
2

, 2

2

4
6 6 2R n LV L L e 

 


−= + +  

( ) ( ) 02 2

0 0 0 06 6 2 1
L

L L L L L e


   
− − + + − + −

 
 (22d) 

2 2 2 2

0 2 2

/ for /

for /

L
L

L L

   

 

 
= 


 

2 30.018703 0.12013 0.47627 0.12219n n n = − + −  

2 30.099327 0.3268 0.51996 0.1529n n n = − + −  

Step 7 : 区間積分 n 乗 1 分間降雨強度
0

L
nR dr の確率分布（M 分布）のパラメータ uR,n,L およ

び pR,n,L を求める（式(11)の x*
→gR,n,L）。 

, ,

, , 2 2 2

, , , ,

2

(1 )

R n L

R n L

R n L R n L

g
u

m g




=

+ −
   (23a) 

( ), , , , , , , ,expR n L R n L R n L R n Lp g u g =    (23b) 

ここで、g は、次式及び表５により求められる（[9]の付録の式(A.4)～(A.7)より）。 

8

0

8

0

exp (ln ) (0.01 0.2)

( )

(0.2 3.0)

i

gi

i

i

gi

i

P h h

g h

P h h

=

=


 


= 

  





   (23c) 

       , , , ,with /R n L R n Lh m =  

表５ 関数 g 中の各係数 Pgi 
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Step 8 : 降雨減衰係数パラメータ k の計算 

 周波数 f [GHz]と偏波（H, V）を与えて、式(2)により、降雨減衰係数パラメータ k（kH ま

たは kV）を求める。 

 

Step 9-1 : 所要降雨減衰量 Z [dB]が与えられた場合の累積確率（時間率）p [%]を求める 

, ,

, ,exp 100 [%]R n L

R n L

kpZ Z
p F u

k Z k

   
= = −    

   
   (24) 

Step 9-2 : 累積確率（時間率）p [%]を与えて、所要降雨減衰量 Zp [dB]を求める。 

 式(24)は p =p(Z)の形であり、ここでは、Z を p の関数として Z =Z(p)の形で求める。Z(p)に

ついては解析的に解けず、閉形式での式が得られないため、以下の近似式が与えられている

（[9]の付録の式(A.8)-(A.10)より）。   

n

p LZ kR=    (25) 

, ,( ) /n

L R n LR w v u=  

 
8

10

0

log ( ) i

wi

i

w v P v
=

=   

, , , ,

/100
ln

R n L R n L

p
v

p u

 
=  

 
 

 w を構成する係数 Pwi (i =0～8)は、v の値によって、表６のように与えられる。 

 Step 9-1 と 9-2 を比較して分かるように、Step 9-1 の計算の方が容易である。Step 9-1 で降

雨減衰量 Z を十分な精度の刻み（例えば 0.1dB 以下）で時間率を計算し、目的の時間率 p に

対応する Zp を読み取ったほうが効率的かもしれない。 

 

表６ 関数 w の式中の係数 Pwi 
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４．３ レドームによる損失 

 10GHz 以上の高い周波数における地上回線無線通信路の損失要因には、降雨減衰が主な

ものになるが、降雨時のレドームによる損失も無視できない。これについては、[1]に計算法

が示されているので、ここでは割愛する。 
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付録 日本全国1150地点の降雨強度データの例（東京都（島嶼部は別図）・神奈川県） 

（日本全国のデータは[1]（または[4]）に。本資料ではMTBF値をN と置いているが、[1], 

[4]では y としている） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
0.01% 0.0001% 0.01% 0.0001% 0.01% 0.0001% 0.01% 0.0001%

小河内 1.38 1.37 0.90 0.93 61.1 180.8 11.9 36.2 26
小沢 1.44 1.47 1.05 1.15 63.9 190.5 12.8 39.1 24
青梅 1.53 1.64 0.99 1.10 61.1 186.2 11.9 41.2 26
練馬 1.59 1.58 1.25 1.20 61.5 187.7 10.8 43.8 26
八王子 1.24 1.29 0.93 1.05 61.9 183.8 10.6 32.6 26
府中 1.19 1.33 0.84 0.94 60.8 183.8 7.1 26.0 25
世田谷 1.26 1.39 0.76 0.88 62.5 186.7 9.2 31.9 26
東京 1.58 1.54 1.19 1.31 60.3 183.4 11.2 44.0 26
新木場 1.50 1.59 1.11 1.26 57.5 178.1 9.4 35.3 26
羽田 1.35 1.39 1.12 1.31 58.8 181.3 7.6 29.5 26
相模湖 1.39 1.44 0.97 1.39 63.2 185.9 12.1 36.0 26
相模原 1.37 1.30 0.85 1.37 64.8 188.7 8.4 33.9 26
日吉 1.43 1.49 1.10 1.43 61.6 183.5 8.9 29.2 26
丹沢湖 1.51 1.50 1.00 1.51 68.8 187.7 11.2 31.5 25
海老名 1.15 1.24 0.82 1.15 63.1 181.6 7.8 24.3 26
横浜 1.25 1.31 0.93 1.25 63.8 190.1 9.7 40.2 26
平塚 1.30 1.57 0.99 1.30 60.4 177.3 8.1 29.9 26
箱根 1.41 1.43 1.24 1.41 83.2 206.3 19.1 51.7 26
小田原 1.28 1.36 0.83 1.28 63.5 173.1 7.7 20.4 26
江ノ島 1.34 1.33 0.92 1.34 60.8 179.0 7.6 22.4 15
三浦 1.45 1.53 1.08 1.45 64.0 194.4 9.5 35.0 26

降雨強度の
標準偏差

 σR p [mm/h]

最大
MTBF
y [年]

地点名

安全係数の
近似式の係数

C1

安全係数の
近似式の係数

C2

降雨強度の
平均値

<Rp> [mm/h]

【東京都・神奈川県】 

N


